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要　　　旨







Japanese companies has advanced the maintenance of the IT control from 2006
to 2008 for J-SOX. This survey is a research of the realities of the IT control in
Japanese companies from 2006 to 2008. Especially, the maturity level of Japanese
companies is investigated by using the maturity model of the IT control. The
maturity level of Japanese companies improved to level 3 in 2008. However, a lot of
problems exist, too. In this paper, to improve the IT governance of Japanese






さまざまな分野で IT を活用していることからITに係る内部統制（以下，IT 統制）を
構築せざるを得ない状況にある。したがって法制度の改正によりここ数年，多くの企










































































































































































一方，上場市場別の場合には米国 SOX 対応を求められた米国 SEC 登録企業の成
熟度が3.5以上と非常に高い一方で，ジャスダックなどの新興市場では2.0前後と成熟




















































































a 日本企業全体の IT 全般統制の成熟度を測定する（現状の把握）
略称 カテゴリ 項　　目 2006年度 2007年度 2008年度
CE-01
統 制 環 境
IT戦略計画の策定状況 ○ ○ ○
CE-02 IT部門の役割とガバナンス ○ ○ ○
CE-03 セキュリティポリシーの策定と運用 ○ ○ ○
CE-04 ユーザ教育・研修 ○ ○ ○
RA-01
リスク評価




マネジメントの意図・指針の周知 ○ ○ ○
IC-02 インシデント情報の収集と伝達 ○ ○ ○
CA-01
統 制 活 動
アクセス制御 ○ ○ ○
CA-02 システム開発ライフサイクル（SDLC） ○ ○ ○
CA-03 変更管理 ○ ○ ○
CA-04 運用管理 ○ ○ ○
CA-05 外部委託の管理 ○ ○ ○
M-01
モニタリング
業務におけるモニタリング ○ ○ ○
M-02 外部要求事項の遵守 ○




























レベル スコア 種　別 レ ベ ル の 定 義
レベル0 0～0.9 未　対　応 統制に対して全社的な対応は実施されていない。
レベル1 1～1.9 整 備 予 定 統制に対して全社的な対応は実施されていないが規定の整備などをする予定がある。
レベル2 2～2.9 一 部 整 備 統制に対して全社的な規定などが一部整備されている。
レベル3 3～3.9 整 備 完 了 統制に対して全社的な規定などがすべて整備されている。
レベル4 4～4.9 運　　　用 統制に対して策定した規定が適切に運用されている。







































































本来の IT 統制は，IT 戦略の中で組み込まれなければならないものであり，本末転倒
な状態になっている。この影響は大変大きく，例えば企業の内部監査部門におけるシ











がやや低いとなっており，IT 統制の成熟度が低い企業ほど IT ガバナンスができてい
ないことになる。IT ガバナンスの実現には IT 統制の整備は不可欠であり，特に長期
的な視野で成熟度の向上が必要である。
また，システム監査・情報セキュリティ監査の実施状況とも高い相関性がある（図


















大企業では，J-SOX 対応のために IT 統制の整備を進め，レベル３を確保する状況
にあることはすでに述べた通りである。特に，J-SOX が対象としている財務報告プロ
図10 IT ガバナンスの状況と IT 統制の成熟度（2008年度調査の図39）




















いう IT 戦略の元で経営者による意思決定が行われなければならない。これのない IT
投資は無駄であり，企業の成長戦略にも大きなマイナスとなる。このような成熟度調
査の手法が浸透すると成熟度レベルの向上のみに対応が取られがちだが，最も重要な





























































本来，Audit と Management は表裏の関係にあり，Management に役立たない




積極的な形で企業経営に活かされることは少ない。また，JUAS 調査でも CIO の設置
や能力の低さが問題視されているが，CIO に必要な能力を補完できるのはシステム
監査人である。その，システム監査人は日本企業においてどのように形成されてきた






















































迷に伴い IT 投資は控えられる傾向にあり，また J-SOX 対応のために人員を増やした
監査法人などは人件費による経営状況の悪化などに苦しむ現状にある。一般企業にお
いても，効率性などを中心としたシステム監査の本質的意義が薄れ，J-SOX に基づく
限定された IT 統制の監査におきかわりつつある。これは，結果的に IT 統制の形骸
化を招き，システム監査が本来持つ上述の役割を阻害し，結果的に IT が価値の提供
に寄与せず，リスクをコントロール出来ない状況になりうる危険性がある。それ故，
上述のように成熟度調査をうまく用いて IT を含む業務プロセスのリエンジニアリン
グ（BPR）に結びつけることが重要となる。本稿で扱った IT 統制の成熟度調査は，
単なる調査やレベルの把握だけにとどまらず，その調査結果をうまく活用することこ
そが，日本企業のITガバナンス実現の鍵となるといえよう。
日本企業における IT 統制対応の実態に関する調査研究
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